
※ グラフ内の数値は区分ごとに
万円未満を四捨五入するた
め、合計値が一致しない場合
があります。

自主財源
43.8％ 町税 34.2％

34億4,668万円

分担金及び負担金 1.1％
1億796万円

総務費 16.4%
16億5,112万円

議会費 1.2%
1億2,415万円

民生費 36.6%
36億8,398万円

衛生費 9.7%
9億7,941万円

土木費 8.2%
8億2,494万円

消防費 9.3%
9億3,890万円

教育費 9.5%
9億6,022万円

公債費 7.1%
7億1,891万円

農林水産業費
0.9% 9,137万円

商工費 0.8%
7,720万円

使用料及び手数料 1.5%
1億5,191万円

繰越金 2.4%
2億4,000万円 

繰入金 3.9%
3億9,021万円

国庫支出金
12.5%
12億6,253万円

県支出金 7.8%
7億8,683万円

地方消費税交付金
6.0% 6億円

地方譲与税 0.6%
6,094万円

町債 4.9％
4億9,220万円

その他 3.0％
3億560万円
各種交付金
諸収入など

その他 0.2％
1,981万円
災害復旧費
予備費

地方交付税 21.3%
21億4,900万円

その他 0.8％
7,614万円
財産収入
寄附金
諸収入

依存財源
56.2％

歳入
100億7,000万円

歳出
100億7,000万円

会計区分
令和7年度 令和6年度 比較

当初予算額(a) 構成比 当初予算額(b) 構成比 (a)-(b) 伸率
一般会計 100億7,000万円 53.8% 93億6,700万円 52.5% 7億  300万円 7.5%
特別会計 70億8,374万円 37.8% 69億5,694万円 39.0% 1億2,680万円 1.8%
国民健康保険 28億5,740万円 15.3% 27億9,697万円 15.7% 6,043万円 2.2%
後期高齢者医療 10億9,756万円 5.9% 10億7,258万円 6.0% 2,498万円 2.3%
介護保険 31億2,878万円 16.7% 30億8,739万円 17.3% 4,139万円 1.3%
企業会計

15億6,732万円 8.4% 15億  652万円 8.4% 6,080万円 4.0%
下水道事業会計
総　額 187億2,106万円 100.0% 178億3,046万円 100.0% 8億9,060万円 5.0%

令和7年度各会計当初予算の内訳

＜主な概要＞

一般会計の歳入・歳出の内訳

令和7年度予算の総額は約187億円となり、
前年度比で約8.9億円(5.0％)の増となります。

問 財務課財務契約班(☎71-3314)

・「一般会計」は、人件費や児童手当および自立支援給付費などの増により前年度から7.5％の増としました。
・ 「特別会計」は、国民健康保険における医療費の伸びや、後期高齢者医療の被保険者数の増加、介護保険の認定
者数の増加に伴い、全体で前年度から1.8％の増としました。
・「企業会計」は、雨水貯留槽設置補助金や雨水止水板等購入費補助金などにより前年度から4.0％の増としました。

賃上げによる個人所得の増加に伴う住民税などの増収と、物価の上昇や給与改定の影響をふまえた普通交付
税の増額を見込んでいます。さらに令和6年10月の制度改正に伴い、国・県からの児童手当負担金の増額や、
消防庁舎の大規模改修工事に対応するために公共施設整備基金の繰入金を増額します。

令和6年度の人事院勧告により職員の人件費が増加するほか、児童手当や自立支援給付費などの扶助費も増
える見込みです。また、役場の新庁舎整備や消防庁舎の改修工事、自治体情報システムの標準化・共通化、高
齢者を対象とした帯状疱疹予防接種の実施などにより、全体的な支出が増加する予定です。

主な歳入の概要

主な歳出の概要

※構成比の合計は各内訳を端数処理するため内訳の合計と一致しない場合があります。
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https://www.town.ninomiya.kanagawa.jp/0000000359.html

